	令和元年度 神戸介護・リハビリロボット実用化開発費補助制度
公募要領（追加募集）



神戸市　医療・新産業本部　医療産業都市部　誘致課
１　目的

　　介護・リハビリロボットの実用化に向けた開発に取り組む市内企業に対し補助金を交付することにより、市内産業の振興を推進するとともに、市民の健康・福祉の向上に資することを目的とする。

　　応募に際しては、本公募要領をご熟読のうえ、必要書類を下記まで提出してください。

■補助金申請書の様式については、以下のホームページからダウンロードできます。
　　　　ＵＲＬ： https://www.fbri-kobe.org/kbic/
　　　　　　　　 http://www.kobe-reha-robo.jp/
http://www.kobe-liaison.net/


２　概要

(1)　補助対象事業

　　　介護・リハビリロボット（※１）の実用化に向けた開発

(2) 補助対象者の要件

市内企業（※２）および神戸医療産業都市進出企業（※３）で、神戸市市税条例に定める神戸市税の滞納又は未申告がない者

 （※１）「介護・リハビリロボット」とは

　　　　　　　ロボット技術（センサー、駆動系、知能・制御系の要素技術のいずれか又は複数組み合わせ）を活用したもので、介護者等の負担を軽減したり、被介護者・障がい者等の自立支援を促進したりすることを目的とする機器および情報システムとします。
 （※２）「市内企業」とは

　　　　　　　神戸市内に本社または主たる事業所を置く企業をいいます。
 （※３）「神戸医療産業都市進出企業」とは

　　　　　　　ポートアイランド内に拠点を置く企業で、神戸医療産業都市事業に参画し、神戸医療産業都市進出企業・団体一覧に掲載されている企業をいいます。
(3) 補助対象経費
	経費区分
	内　　　　　　　　　容

	原材料費等※
	原材料・副資材の購入に要する経費

	装置購入費等※
	機械装置または工具・器具の購入、改良、借上または修繕に要する経費

	外注加工費※
	外注加工、設計委託、ソフトウエア開発委託等に要する経費

	技術指導費
	技術指導の受け入れに要する経費（安全評価にかかる委託費等を含む。）

	直接人件費
	新規開発・実用化に直接関与する者の直接作業時間に対する人件費

（時間給×直接作業時間数）
※補助対象となる直接人件費の上限は、原則、補助対象事業費の
２分の１とします。

	調査経費
	各種文献・データ資料の収集・分析等に必要と認められる経費

	その他の経費
	展示会等への出展や広告印刷物の作成等販路開拓に要する経費

工業所有権取得・薬事申請費用等、市長が必要と認める経費


・※の経費は、神戸市内の事業者への発注を原則とします。

・飲食費、旅費等については対象となりません。

　　・補助対象経費は、消費税抜きの金額となります。
(4)　補助金額

３００万円を限度とし、補助対象事業費の２分の１以内とします。
(5)　補助金の交付時期

　　　　補助金の認定交付決定の後に、請求に基づき交付決定額の２分の１を限度として概算払い（１２月中旬を予定）を行うことができ、事業完了時に精算の上、請求に基づき残額を交付します。
(6)　補助対象期間

　　　 令和２年３月３１日までとします。

なお、事業の内容に応じて、最大、令和３年３月３１日までにまたがる補助期間を設定することができます。この場合、当該事業１件あたりの補助金額は、２か年合わせて、３００万円以内とします。
(7) その他

神戸介護・リハビリロボット実用化開発費補助金交付要綱を必ずご確認ください。

交付要綱は、下記のホームページに掲載しています。

「神戸医療産業都市」
　https://www.fbri-kobe.org/kbic/
「ひょうごＫＯＢＥ介護・医療ロボット開発支援窓口」　http://www.kobe-reha-robo.jp/
「神戸ものづくり支援ポータル」
　http://www.kobe-liaison.net/
３　申請方法等

(1)　申請の際に提出していただく書類（令和元年１０月３１日（木）１７時当日必着）
1 神戸介護・リハビリロボット実用化開発費補助金認定交付申請書（様式第１号）
2 企業概要書（様式第２号）
3 事業計画書（様式第３号その１～その４および別記）

4 神戸市市税条例に定める神戸市税に関する誓約書兼調査に関する承諾書（様式第３号の２）
※その他、必要に応じて、追加で書類を提出していただくことがあります。

(2)　認定交付事業の決定（令和元年１２月上旬）
①　神戸経済振興への貢献度（※４）
②　開発能力の的確性
③　製品コンセプトの的確性
④　市場の的確性
などに関する審査（専門家によるヒアリング等：１１月下旬）を行います。

審査の結果を踏まえ、認定・不認定の決定を行い、１２月上旬に、結果を申請者に通知します。（補助金額は、予算の範囲内で認定します。）
　　　（※４）「神戸経済振興への貢献度」とは
　　　　　神戸経済の振興に寄与する度合いに応じて加点を行います。また、市内産業の振興を推進する観点から、市内中小企業（※５）には一定程度の加点を行います。
　　　 （※５）「中小企業」とは

	区　　　分
	資本金の額
	従業員数

	製造業・運輸業・建設業等
	３億円以下
	３００人以下

	卸　　売　　業
	１億円以下
	１００人以下

	サ　ー　ビ　ス　業
	５千万円以下
	１００人以下

	小　　売　　業
	５千万円以下
	５０人以下


※資本金の額または従業員数のいずれか一方が該当すれば対象となります。

※個人企業は資本金の額は関係ありません。

※以下の中小企業は、「大企業」とみなします。（「みなし大企業」）
①発行済株式の総数又は出資金額の1/2以上を同一の大企業が所有している中小企業
②発行済株式の総数又は出資金額の2/3以上を複数の大企業が所有している中小企業
③大企業の役員又は職員を兼ねている者が役員総数の1/2以上を占めている中小企業
(3)　概算払いの手続き（令和元年１２月中旬以降）

交付決定企業は、交付決定額の２分の１を限度に、概算払いの交付を受けることができます。概算払いを希望する場合は、概算払請求書（様式第８号）を提出してください。

(4)　事業計画の変更（随時）
交付決定後、事業内容若しくは遂行計画、又は補助対象経費等に変更が生じた場合（原則として、変更による補助対象経費の増減額が変更前の金額の20％を超えない場合を除く）、
補助事業計画変更等届出書（様式第９号）により、速やかに届出を行ってください。
(5)　事業実績報告書の提出（令和２年３月３１日まで）

交付決定企業は、補助事業完了後１０日以内または令和２年４月１０日のいずれか早い日までに、事業実績報告書（様式第１０号その１、その２）を提出してください。
また、対象事業費の内訳が申請時から変更した場合には、補助事業計画変更等届出書（様式第９号）も合わせて提出してください。

※その他、必要に応じて、追加で書類を提出していただくことがあります。
(6)　補助金額の確定及び請求（令和２年４月頃）
事業実績報告に基づき、補助事業の成果、対象事業費の審査を行い、補助金額を確定するとともに確定通知書により通知します。
交付決定企業は、確定通知書を受領後、請求書（様式第１２号）を提出し、補助金を請求してください。
スケジュール

	認定交付申請

（１０月３１日（木）まで）





	ヒアリング

（申請書提出後～１１月中旬）



	審査（ヒアリング）

（１１月下旬）


　　　　　　　　　　　


	認定交付事業の決定

（１２月上旬）


　


　　

	概算払い

（１２月中旬以降）


　　

	事業実績報告

（３月３１日まで）



　　　　　

　　

	最終確定・請求

（４月頃）




(7)　その他

①　認定交付決定時に、交付決定企業名・所在地・連絡先、事業の名称を市のホームページ等により公表します。
②　提出された書類はお返ししません。
③　当該補助事業により得られた知的財産権は、交付決定企業等に帰属するものとし、神戸市には帰属しません。
④　当該補助事業に係る帳簿及び書類は、補助期間終了後５年間保存していただく義務があります。

⑤　同一案件での神戸市の他の補助制度への重複申請はできません。また、本補助制度と同一案件で国・県等の他の補助制度への重複申請は可能ですが、その旨を必ず事業計画書にご記入ください。ただし、他の補助制度の交付を受ける場合には、本補助制度の交付はできません。
⑥　審査の判定内容に関する問い合わせについては、応じられませんので御了承ください。
⑦　本補助金を受けた場合、補助期間終了後３年間、状況報告書（様式第１３号）により、事業の進捗状況を毎年３月末日までに報告していただく義務があります。また、必要に応じて進捗状況の報告をお願いする場合があります。
　　⑧　本補助金にて開発した製品については、神戸医療産業都市におけるセミナー等での製品のご紹介にご協力ください。


神戸介護・リハビリロボット実用化開発費補助制度　Ｑ＆Ａ集

【 補助対象者について 】

Ｑ１．みなし大企業とは？

Ａ．この補助制度では、以下に該当する中小企業について、「みなし大企業」として取り扱います。

1 発行済株式の総数又は出資価額の総額の２分の１以上を同一の大企業（※）が所有している中小企業

2 発行済株式の総数又は出資価額の総額の３分の２以上を大企業（※）が所有している中小企業

· 以下については、この場合の「大企業」として取り扱いません。

・投資事業有限責任組合契約に関する法律に規定する投資事業有限責任組合

・中小企業投資育成株式会社法に規定する中小企業投資育成株式会社

・廃止前の中小企業の創造的事業活動の促進に関する臨時措置法に規定する指定支援機関
（ベンチャー財団）と基本約定書を締結した者（特定ベンチャーキャピタル）

Ｑ２．主たる事業所とは？

Ａ．神戸市の法人市民税の課税対象となる事業所を言います。

Ｑ３．神戸経済の振興に寄与する度合いとは？

Ａ．神戸市内の拠点の設置形態等によって神戸経済にどの程度寄与しているかについてを言います。

【 補助対象事業について 】

Ｑ４．介護・リハビリロボットの実用化とは？

Ａ： ロボット技術（センサー、駆動系、知能・制御系の要素技術のいずれか又は複数組み合せ）を活用して、介護施設、リハビリテーション施設、病院、保育所等で働く人の負担を軽減したり、高齢者、心身障害者、虚弱者等の自立支援を促進したりすることを対象とします。
【 補助申請について 】

Ｑ５．国・県などの他の補助制度に、今回の申請内容と同様の申請をすることはできるのか？

Ａ：神戸市の補助制度以外への重複申請は可能ですが、その旨を必ず事業計画書にご記載下さい。

ただし、補助金の重複交付はできませんので、他の補助金の交付を受ける場合は、本補助は取り消されます。

【 次年度の補助申請について 】
Ｑ６．令和元年度に補助金の交付を受けた場合、令和２年度に補助申請はできないのか？

Ａ：補助期間は原則として令和２年３月末までの１年間ですが、令和元年度に本補助金の交付を受けた場合で、補助金額が２００万円以下であれば、令和２年度においても補助申請は可能です。その場合、令和２年度の補助金申請額は、令和元年度の交付を受けた補助金額と合わせて３００万円以内となり、あらためて審査の対象となります。（例えば、令和元年度に１００万円の補助金の交付を受けた場合は、令和２年度は、２００万円以内の補助金額で補助申請が可能です）。ただし、令和２年度の補助金額については、令和２年度の予算成立が前提となります。
【 会計について 】

Ｑ７．直接人件費の算出方法は？

Ａ：開発等に直接従事した人の「時間給額×直接作業時間」で算出して下さい。
· 時間給額は、「年間総支給額」を「年間所定労働時間」で除した金額です。
年間総支給額には所定労働時間外手当、賞与を含めることはできません。

なお、時間給額を計算する際、１円未満は切り捨ててください。
· 直接作業時間については、業務日報等の確認できる書類が必要となります。

ただし、対象となるのは、開発に直接関与する者の、補助事業に直接従事した時間に対する人件費となります。
なお、補助対象となる直接人件費の上限は、原則として補助対象事業費の２分の１としますが、２分の１を超える場合は、交付申請書（様式第３号別記）に理由を記入ください。記載内容によっては確認させていただく場合があります。
Ｑ８．人件費に含まれる諸手当の範囲は？

Ａ：家族手当、住居手当、通勤手当、役付手当（役職手当・管理職手当）、職階手当、皆勤手当、能率手当、生産手当、各種技術手当、特別勤務手当、勤務地手当などは含めることができますが、食事手当などの福利厚生的な手当及び時間外手当や賞与は含めることはできません。

Ｑ９．一般管理費は対象になるのか？

Ａ：一般管理費は補助対象経費の対象外です。

Ｑ１０．経費（原材料費等、装置購入費等、外注加工費等）は、市内の事業者への発注が原則とあるが、市外の事業者への発注がある場合は申請できないのか？
Ａ：交付申請書（様式第３号別記）に、市外の事業者への発注がある支出項目の説明欄に理由を記載ください。記載内容によっては確認させていただく場合があります。
Ｑ１１．自社調達等における利益等排除の考え方

Ａ：補助事業において、補助対象経費の中に補助事業者の自社製品の調達又は関係会社からの調達がある場合、補助対象事業の実績額の中に補助事業者の利益相当分が含まれることは、補助金交付の目的上ふさわしくないと考えられます。このため、利益等排除の方法を原則以下のとおり取り扱うこととします。

１．利益等排除の対象となる調達先

　以下の（１）～（３）の関係にある会社から調達を受ける場合（他の会社を経由した場合、いわゆる下請会社の場合も含む。）は、利益等排除の対象とします。

　利益等排除の対象範囲には、財務諸表等規則第8条で定義されている親会社、子会社、関連会社及び関係会社を用いることとします。

（１）補助事業者自身

（２）１００％同一の資本に属するグループ企業

（３）補助事業者の関係会社（上記（２）を除く）

２．利益等排除の方法

（１）補助事業者の自社調達の場合

　　原価をもって補助対象経費に計上します。この場合の原価とは、当該調達品の製造原価をいいます。

（２）１００％同一の資本に属するグループ企業からの調達の場合

　取引価格が当該調達品の製造原価以内であると証明できる場合は、取引価格をもって補助対象額とします。これによりがたい場合は、調達先の直近年度の決算報告（単独の損益計算書）における売上高に対する売上総利益の割合（以下「売上総利益率」といい、売上総利益率がマイナスの場合は０とする。）をもって取引価格から利益相当額の排除を行います。この場合の売上総利益率は小数点第2位を切り上げて計算します。

（３）補助事業者の関係会社（上記（２）を除く。）からの調達の場合

　　取引価格が製造原価と当該調達品に対する経費等の販売費及び一般管理費との合計以内であると証明できる場合、取引価格をもって補助対象経費に計上します。これによりがたい場合は、調達先の直近年度の決算報告（単独の損益計算書）における売上高に対する営業利益の割合（以下「営業利益率」といい、営業利益率がマイナスの場合は０とする。）をもって取引価格から利益相当額の排除を行います。

注）「製造原価」及び「販売費及び一般管理費」については、それが当該調達品に対する経費であることを証明してください。また、その根拠となる資料を用意してください。

　　　なお、（２）及び（３）が一般の競争の結果最低価格であった場合にはこの限りではありません。

申請書の提出先・受付期間





ひょうごＫＯＢＥ介護・医療ロボット開発支援窓口


　〒651-2181　神戸市西区曙町１０７０


（兵庫県立福祉のまちづくり研究所内）


　　　　ＴＥＬ（０７８）９２７－２７５５


Ｅ-mail　info@kobe-reha-robo.jp


令和元年１０月１日(火) ～ 令和元年１０月３１日（木）１７時必着


（水・土・日・祝日を除く。１０：００～１２：００、１３：００～１７：００）


※ 申請書の提出にあたっては、以下のホームページより申請書を


ダウンロードし、電子メールにてご提出してください。





問い合わせ先





（事業計画に関すること）ひょうごＫＯＢＥ介護・医療ロボット開発支援窓口


ＴＥＬ（０７８）９２７－２７５５


ＦＡＸ（０７８）９２５－９２８４


Ｅ-mail　info@kobe-reha-robo.jp


（それ以外に関すること）神戸市 医療・新産業本部 医療産業都市部 誘致課


ＴＥＬ（０７８）３２２－６３４１


ＦＡＸ（０７８）３２２－６０１０


Ｅ-mail　contact@kobe-lsc.jp





提出書類





令和元年





・様式第1号


・様式第2号


・様式第3号


・様式3号別記


・様式第3号の２





・様式第8号


※概算払いを希望する場合のみ





・様式第10号その1、2





令和２年





・様式第12号





○ 申請書の配布場所


（水・土・日・祝日を除く。１０：００～１２：００、１３：００～１７：００）





● 兵庫県立福祉のまちづくり研究所内


ひょうごＫＯＢＥ介護・医療ロボット開発支援窓口


　　　　　　〒651-2181　神戸市西区曙町１０７０


ＴＥＬ（０７８）９２７－２７５５


● 神戸市 医療・新産業本部 医療産業都市部 誘致課


　　　　　　〒650-8570　神戸市中央区加納町６丁目５番１号


　　　　　　市役所１号館２３階


ＴＥＬ（０７８）３２２－６３４１





下記ホームページよりダウンロードできます。 


「神戸医療産業都市」


（� HYPERLINK "https://www.fbri-kobe.org/kbic/" �https://www.fbri-kobe.org/kbic/�）


「ひょうごＫＯＢＥ介護・医療ロボット開発支援窓口」（� HYPERLINK "http://www.kobe-reha-robo.jp/" �http://www.kobe-reha-robo.jp/�）


「神戸ものづくり支援ポータル」


（http://www.kobe-liaison.net/）
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